
「九条の会・流山」事務局
石林 7154-7511 三原 7152-6559

山田 7144-3993

２０１７.４.１ NO.133
「九条の会・流山」HP：http://www.nagareyama9.org/メール:info@nagareyama9.org

流
山

憲法施行７０年
2017流山憲法集会

５月１４日(日）
流山市生涯学習センター

１３：００開場

１３：３０開会

お話

森 達 也 氏
日本国憲法の危機に直面して
……日本のジャーナリズムの

衰退と萎縮から考える

ドキュメンタリー映画監督、

テレビ・ドキュメンタリー・ディレクター、

ノンフィクション作家。 明治大学特任教授。

オウム真理教信者達の日常を追うドキュメンタリー

映画『A』、テレビドキュメンタリー『放送禁止歌』、

書籍『下山事件（シモヤマ・ケース）』など。

家庭内野党などと言ってあからさまな右翼の安

倍総理とバランスをとるようなふりをしていた昭

惠夫人が、幼稚園児に教育勅語の暗唱をさせたり、

「安倍さん頑張れ」などと言わせている教育を絶

賛して支援、副校長までしていた。

ところが土地問題が明るみに出て、身をかわし、

急に裏切ったと怒る籠池夫妻。総理も防衛大臣も

財務省の役人も与党議員も「悪いのは私じゃない」

と逃げ、松井大阪府知事は「安倍さんは忖度して

何が悪い、と言えばよかったのに」と開き直った

エールを送る。「日本を守る」という右派グルー

プがお互いに醜く責任をなすり付け合いながら政

治も教育もめちゃくちゃにしている。（石林）

心の中の自由を奪うな！

安倍内閣閣議決定

与党からも懸念 政府は3月21日、犯罪を計画

段階で処罰する「共謀罪」を新設する組織犯罪処

罰法改正案を閣議決定しました。過去3回も廃案に

なっており、07年の際にはテロ犯罪、薬物犯罪、

銃器等犯罪等、暴力団など犯罪組織によって起こ

される恐れの強い犯罪に絞ったのに今回閣議決定

した法案では277の犯罪に適用。07年当時廃案に

なったこの法案を自民党理事で担当した早川忠孝

氏も「組織の暴走を抑止する仕組みを考えないと、

大変なことになる」と言う。

準備行為で！ ◆犯罪を計画しただけで処罰◆二

人で話し合って合意するだけで罰せられる◆下見

をした段階で（実行しないのに）準備行為として

処罰◆犯行資金をＡＴＭで下ろすことが準備行為

として処罰（なんのための金かわかる？）される

など、極めて曖昧で権力の解釈で、いか様にもな

る危険性を持つ。共謀罪が米軍基地建設の反対運

動、反原発運動、政府批判のデモ弾圧などに使わ

れる恐れは強い。外国では実際の例があるという。

そもそも提案の理由が「五輪が開けない」という

こじつけ。テロ防止と言いながらテロの言葉さえ

原案になかった。

法体系崩す 共謀罪の考え方は、日本の法体系に根

本から反するものだ。刑法は行なわれた行為を処

罰するのが原則。心の中で考えただけではむろん

犯罪たり得ない。「殺してやりたい」「ぶっ壊し

たい」などと思うだけで処罰されるということは

あってはならない。罰するということは、誰が何

を考えているか監視され、取り調べられるという

ことだ。

既存の法律で間に合う 「でも、テロは防がなけれ

ば」という気持ちに付けこむのは許されない。テ

ロ防止のためにはすでにハイジャック防止条約な

どいくつも条約を結び、同時に国内法も整備して

いる。例えば爆発物などに関しては脅迫、教唆、

扇動、共謀の段階で既に処罰できる。

国民のこころの自由まで奪う法案絶対阻止。
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核兵器禁止条約 交渉はじまる
日本政府は核保有国側に立ってボイコット

昨年10月27日国連総会第１委員会は、核兵器禁止条

約について交渉する国連の会議を2016年に招集す決議

を採択しました。これに基づいて国連本部で3月27日、

交渉会議が始まりました。

日本政府の高見沢軍縮会議代表部大使は演説で、交

渉には核軍縮での協力が不可欠な核兵器保有国が加わっ

ておらず、日本が「建設的かつ誠実に参加することは

困難」と述べ今後の会議への不参加を表明しました。

高見沢大使は核兵器とミサイル開発を続ける北朝鮮

に触れ、禁止条約で脅威は解決できず「現実の安全保

障を踏まえずに核軍縮は進められない」また、核保有

国抜きの禁止条約は実効性がなく「核兵器国と非核兵

器国、さらには非核兵器国間の分裂を広げ、核なき世

界という共通目標を遠ざける」と主張。

岸田文雄外相も東京での記者会見で「我が国の主張

を満たすものではない」と不参加を表明。

これに先立って、日本原水爆被害者団体協議会の藤

森俊希事務局次長が演説。「同じ地獄をどこの国の誰

にも絶対に再現させてはなりません」と条約制定を訴

えました。「建設的なことはできないので出ない」と

いう発言については「唯一の戦争被爆国の政府が言う

ことではない」「全く賛同できない。非常に残念だ」

と批判しました。

流山
◆４月９日(日)「おおたかの森駅」

１５:３０～ 宣伝・署名、

その他
◆４月１９日(水)13：30～

日比谷野外音楽堂
（柏駅南口11：30集合で参加しましょう）

３月１９日は流山３名でした

学術会議が声明

科学者の代表機関である日本学術会議（会員約200

人）は3月24日、幹事会を開き、新声明を決定した。

同会議は過去に科学者が戦争に協力した反省から、

1950年と67年に、戦争と軍事を目的とする研究を拒

否する声明を決議しており、今回の声明は基本的に

従来の声明を継承するものである。

なぜ今声明が出されたかというと、近年、研究者

に対する防衛省の助成予算が急増する中、防衛省の

助成がつく研究に、企業だけでなく大学などの研究

機関の応募も増加しており、これに歯止めをかける

狙いで、「政府の介入が著しく、問題が多い」と指

摘している。研究の方向性や秘密保持を巡って、政

府による研究活動への介入が強まる懸念があること

などを盛り込んだ。以前にも触れたように、こうし

た研究は成果を発表さえできなくなる恐れがある。

そして 軍事転用される可能性のある研究について、

大学などが技術や倫理の観点から審査する制度の創

設を求めているが、軍事か民生かの区別は難しく、

ほとんどのものはいわゆるデュアルユースでどちら

にも転用できるため、この審査の有効性は疑問との

声もある。

防衛省の公募制度の予算は、制度が始まった2015

年度に3億円、16年度に6億円だったが、17年度は一

挙に110億円と急激に増加している。

今月の行動予定

「九条の会･流山」
流山市議にアンケート実施

2月に市議会を訪問し各党・会派に九条を守るための訴

えを届けました。

３月２１日の議会最終日にこのアピールを踏まえて、

「日本国憲法と平和についてのアンケート」を渡して、

回答を求めました。

アンケートは(1)日本国憲法の改正について(２)憲法

九条の改正について(3)｢安保法制関連法」は違憲と考

えるかどうか(4)｢安保法制関連法」で自衛隊を海外に

派遣し、武器を使用して戦うことについて（5)南スー

ダンに自衛隊が派遣されていることについて（6)憲法

九条を守るため他の会派や市民と協力することについ

て、というもので、３月末までに回答を求めています。
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市民連合で流れを変えよう


